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要旨：筆者らは，超高強度繊維補強コンクリートを用いて，自重が鋼床版と同程度で耐久性の高い道路橋床

版として 2 方向のリブ付きプレテンション床版を開発している。本研究では，UFC 床版のせん断破壊に対す

る安全性について種々の検討を行った。UFC 床版ではリブに沿って繊維が配向するため，水平方向および鉛

直方向の引張強度を直接引張試験により確認した。また，リブ 1 本分の断面をもつ 2 種類の梁部材のせん断

破壊実験および FEM 解析を行い，繊維が部材軸方向に配向した場合のせん断耐力および配向性の影響につい

て検討した。また，UFC 床版の押抜きせん断耐力を試算し，安全性を確認した。 

キーワード：超高強度繊維補強コンクリート，床版，プレテンション部材，せん断耐力，配向性 

 

1. はじめに 

 筆者らは，超高強度繊維補強コンクリート（UFC）を

用いて，自重が鋼床版と同程度で耐久性の高い道路橋床

版（UFC 床版）を開発している 1)。UFC 床版の適用概念

を図－1 に，UFC 床版の概要を図－2 に示す。UFC 床版

は橋軸方向に 2.5m ピッチで配置される鋼横桁または鋼

横リブ，ならびに鋼主桁の４辺で支持される構造である。

本床版は橋軸方向および橋軸直角方向に最大 260mm 間

隔でリブを有し，リブ位置での高さは 123mm，リブのな

いスラブの厚さは 40mm である。リブには高強度 PC 鋼

材 1S15.7mm が 2 本ずつ配置され，プレテンション方式

で 2 方向にプレストレスが導入される。 

UFC 床版については，安全性および使用性に関する検

討を行っており，輪荷重走行試験による疲労に対する安

全性の検証についてはすでに報告している 2)。ここでは，

UFC 床版のせん断破壊に対する安全性の検討を行った

結果を報告する。 

 
図－1 UFC 床版の適用概念 

 

既往の研究により UFC が流動することによって繊維

が配向するため打設方法によって構造性能が異なること

が知られている 3)。リブに沿って UFC が流動することに

よってリブの軸方向に繊維が配向すると考えられ，繊維

の配向性はせん断耐力にも影響を与えると考えられる。

そこで本研究では，UFC 床版の打設方法を反映して製作
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したリブ 1 本分の梁部材から試験体を採取し，直接引張

試験を行って配向性の影響が引張強度に与える影響を確

認した。 

繊維がリブの軸方向に配向することによって曲げに

対しては有利に，せん断に対しては不利になると考えら

れる。特に，プレストレスが導入される部材では斜めひ

び割れ角度が小さくなるためせん断耐力に与える影響が

大きいと考えられる。また，リブの幅が小さい UFC 床版

ではリブとスラブが分断されるような破壊モードが生じ

ることが懸念される。そこで本研究では，UFC 床版のリ

ブ 1 本分の断面を模擬した 2 種類の梁部材のせん断破壊

実験を行ってせん断破壊耐力を直接確認することとした。

また，非線形 FEM 解析を行い，引張強度がせん断耐力

に与える影響について検討した。さらに，土木学会「超

高強度繊維補強コンクリートの設計・施工指針（案）」4)

（UFC 指針）に準じて 2 種類の方法で押抜きせん断耐力

を試算し，押抜きせん断に対する安全性を検討した。 

 

2. UFC 床版の打設方法と繊維の配向 

2.1 既往の研究に基づく UFC 床版の打設方法の設定 

東京国際空港 D 滑走路では UFC を用いた 1 方向のリ

ブ付き床版が採用されている。採用にあたって行われた

載荷実験では，打設方法により構造性能が異なることが

確認されており，丸口バケットを用いて短辺方向中央部

を長辺方向に移動させながら打設する方法が採用されて

いる 3)。本 UFC 床版でも同様な打設方法を採用すること

とし，輪荷重走行試験の試験体製作において上記の方法

で打設した 2)（写真－1）。 

文献 3)によると，上記の打設方法ではリブの軸方向に

UFC が流動することにより繊維がその方向に配向し，ひ

び割れ発生後の剛性が大きくなるとされている。一方，

周らの研究 5)によると，部材軸方向に流動させた場合で

も，UFC が部材端部に到達して前方に流れなくなると

UFC は上方に流れ始め，部材軸方向ではなく鉛直に近い

方向に繊維が配向することが指摘されている。 

本床版の場合は，部材の幅に比べて高さが小さいこと，

リブに配置された PC 鋼材が流動を阻害することから，

UFC が部材端部に到達する前に床版の大部分で充填が

完了するため，繊維はリブの軸方向に配向すると考えら

れる。 

2.2 繊維の配向性が引張強度に与える影響の検討 

部材軸方向に配向した場合，引張強度にどのような影

響を与えるか確認するため，UFC を部材軸方向に流動さ

せて製作した梁部材から試験体を採取して直接引張試験

を行った。 

梁部材はUFC床版のリブ1本分を模擬した断面とした。

ただし，PC 鋼材は配置しなかった。UFC の打設は部材

端部から UFC を流動させて行ったが，UFC が部材端部

に到達する前に試験体採取区間のリブはほぼ充填が完了

した（写真－2）。 

 

 
写真－1 UFC 床版試験体の打設状況 

 
写真－2 直接引張試験試験体の打設状況 

 
(a)試験体の形状寸法（単位：mm） 

 

 
     A-A 断面        B-B 断面 

 (b)試験体の採取位置（単位：mm） 

図－3 直接引張試験体 
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試験体の形状寸法および採取位置を図－3 に示す。試

験体は 60mm×40mm の断面で長さ 140mm とし，部材軸

方向および鉛直方向に 4 体ずつ採取した。試験体には長

さ方向中央位置の 4辺に 15mmと 7.5mm の切欠きを設け

た。試験方法は直接引張試験とし，試験体の両端を治具

に固定して変位制御で引張力を与えた。 

 本研究で使用した UFC の配合を表－1に示す。本 UFC

はエトリンガイト生成系の UFC6)であり，養生として常

温の封緘養生を 24 時間行い，85℃の蒸気養生を 24 時間

行った。試験時の圧縮強度は 195N/mm2，引張強度は

12.5N/mm2であった。ただし，圧縮強度はφ100×200mm

の円柱供試体，引張強度は 100×100×400mm の曲げ強

度から UFC 指針に準拠して換算したものである。 

表－2 に試験結果を示す。鉛直方向の引張強度は水平

方向の引張強度の半分程度となっており，部材軸方向に

鋼繊維が配向した影響であると考えられる。なお，水平

方向に採取した試験体の No.2 と No.4 が No.1 と No.3 よ

りも引張強度が大きくなっているのは，No.1 と No.3 が

上下面とも切断面であるのに対し，No.2 と No.4 では下

面が型枠面であり，切欠きは設けたものの鋼繊維が型枠

面に沿って鋼繊維が配向した影響があったと考えられる。 

 

表－1 UFC の配合 

水
プレミックス
結合材

骨材 混和剤

2.0 195 1287 905 32.2 137.4
水の単位量は混和剤の水分を含む

空気量
(%)

単位量(kg/m3) 鋼繊維
(kg)

 

表－2 直接引張試験結果 

No.1 No.2 No.3 No.4 平均

水平 14.7 17.8 15.7 19.4 16.9
鉛直 7.2 7.3 7.7 6.8 7.3

引張強度(N/mm2)試験体
採取方向

 

 

3. せん断実験 

3.1 試験体 

試験体の概要を図－4 に示す。試験体は，UFC 床版の

リブ 1 本分を模擬したプレテンション梁部材（試験体 1）

および異形 PC 鋼棒を軸方向筋として配置した RC 梁部

材（試験体 2）の 2 体とした。前者はプレテンション方

式でプレストレスを導入した梁部材のせん断耐力を確認

すること，後者は支点より外側の部材長を短くすること

によりリブとスラブ（梁部材ではフランジであるがスラ

ブと呼ぶ）が分断される破壊の抵抗断面を小さくしてこ

の破壊モードが起こらないことを確認することを目的と

している。いずれの試験体も直接引張試験を採取した試

験体と同様，繊維が部材軸方向に配向するように留意し

て製作した。UFC はエトリンガイト生成系の UFC を用

い，直接引張試験体と同様な養生を行った。実験時の

UFC の圧縮強度，引張強度および有効プレストレスを表

－3 に示す。ただし，圧縮強度はφ100×200mm の円柱

供試体，引張強度は 100×100×400mm の曲げ強度から

UFC 指針に準拠して換算した。試験体 1 では，PC 鋼材

の緊張力を 240kN/本としてプレテンション方式でプレ

ストレスを与えた。文献 7)を参考に有効係数を 0.7 とし

て推定した有効平均圧縮応力度は 21.8N/mm2 であった。 

 

 
(a)プレテンション部材（試験体 1） 

 

(b)RC 試験体（試験体 2） 

図－4 せん断実験試験体 

表－3 UFC の材料特性 

圧縮強度 引張強度

試験体1 213 13.1 46.1 21.8
試験体2 205 13.6 46.3 －

UFC強度(N/mm2) 有効プレ
ストレス

(N/mm2)

ヤング係数

(kN/mm2)

 
 

3.2 実験方法 

試験体を単純支持し，幅 50mm の載荷板を介して試験

体 1 では 1 点載荷，試験体 2 では 2 点載荷で載荷を行っ

た（図－4）。荷重は単調に増加させ，載荷開始から終了

まで，載荷荷重をロードセルにより，試験体中央のたわ

みを変位計により計測した。また，試験体下面および側

面において，UFC のひずみをそれぞれ 1 軸ゲージおよび

3 軸ゲージで計測した。 

3.3 実験結果 

実験結果として荷重と試験体中央鉛直変位の関係を

図－5 に示す。また，荷重とひずみの関係の計測例とし

て，試験体 1の下面のひずみ，ならびに側面の 3軸ゲー

ジから求めた最大主ひずみの計測結果を図－6に示す。 

試験体 1 では，載荷荷重 166kN で試験体下面のひずみ

に，203kN で試験体側面の 3 軸ゲージから求めた最大主

ひずみに，荷重との関係が非線形となる挙動が確認され，

それぞれ曲げひび割れおよび斜めひび割れが発生したと

推定された。その後，荷重の増加とともに微細な曲げひ
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び割れおよび斜めひび割れの本数が増加し，載荷荷重が

384kN に到達したところで荷重が低下したため載荷を終

了した。破壊モードは斜め圧縮破壊と推定された。 

試験体 2 では，試験体 1 と同様な挙動および破壊モー

ドであり，計測ひずみから推定される曲げひび割れ発生

荷重および斜めひび割れ発生荷重はそれぞれ 15kN およ

び 41kN，最大荷重は 302kN であった。両試験体ともリ

ブとスラブの境界にひび割れは観察されなかった 

図－5 には，UFC 指針に規定される斜め引張破壊耐力

算定式（式(1)）および斜め圧縮破壊耐力算定式（式(2)）

で算定される耐力を実験結果に併記した。 

15.1/tan/'18.0y dbfdbfV wuvwc   (1) 

dbfV wucc )2sin('84.0 3/2
w   (2) 

ただし，Vy：斜め引張破壊耐力，Vwc：斜め圧縮破壊耐力，

f ’c：UFC の圧縮強度，bw：ウェブ幅，d：有効高さ，fv：

UFC の引張強度，βu：軸方向と斜めひび割れ面のなす

角度で，式(3)による。なお，ウェブ幅はリブの平均幅

65mm，有効高さは上段の PC 鋼材が図心に近いことから

下段の PC 鋼材までの高さ 86mm とした。 

0
1

u )'/2(tan
2
1   

xu
 (3) 

ただし，τ：平均せん断応力，σ’xu：軸方向の平均圧縮

応力，β0：軸力を受けない場合の斜めひび割れが部材軸

から 45°の直線となす角度（ここでは 5°）である。UFC

指針ではβuの最大値を 30°としているが，ここではσ'xu

を有効プレストレス21.8N/mm2として計算される25°と

した。また，圧縮強度および引張強度は実強度を用い，

安全係数は 1.0 とした。 

UFC 指針による斜め引張破壊耐力は安全側に評価さ

れるため，両試験体とも計算値よりも実験結果の方が大

きかった。斜め圧縮破壊耐力については，試験体 2 では

実験値と計算値がほぼ同程度であったが，試験体 1 では

実験値が計算値の約 1.4 倍程度であった。試験体 1 の耐

力が大きくなったのはプレストレスが影響していると考

えられるが，今後検討が必要である。 

 

4. FEM 解析 

4.1 解析モデル 

UFC の引張強度がせん断耐力に与える影響を検討す

るために，試験体 1 の実験について材料非線形を考慮し

た 2次元 FEM 解析を行った。図－7に解析モデルを示す。

対称性を考慮して 1/2 モデルとし，鉛直方向の分割数を

スラブでは 4 分割，ウェブでは 8 分割とした。 

図－8に UFC の応力ひずみモデルを示す。ケース 1 で

は，UFC の引張強度 ft，圧縮強度 f ’cおよびヤング係数 
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斜め圧縮破壊荷重275kN，

斜め引張破壊荷重274kN

最大荷重：384ｋＮ

 
(a)試験体 1 
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斜め圧縮破壊荷重 322kN
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(b)試験体 2 

図－5 荷重－変位関係 
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図－6 荷重－ひずみ関係（試験体 1） 

 

Ecは表－3 に示す実測値を用いた。ケース 2 では，直接

引張強度試験による水平方向と鉛直方向の引張強度の比

で引張強度を低減し，ft を 13.1×7.3／16.9=5.7N/mm2とし

た。ただし，水平方向と鉛直方向の引張強度が異なるモ

デル化はできないため，両方向とも引張強度は同一とし

た。UFC 指針に準拠し，等価検長 Leq，一定応力を保持

できる開口変位w1kおよび応力がゼロとなる開口変位w2k

を用いてモデル化した。等価検長 Leqは，桁高 123mm と

して求め，ケース 1 では 42mm，ケース 2 では 23mm と

した。圧縮側は 0.85f’cをピークとして応力度が低減する

モデルとした。 
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図－7 解析モデル 

ひずみ 

応力 (N/mm2) 

0.85 f'c 

fｔ 

Ec 

Ec 

ft /Ec+w1k /Leq w2k /Leq 

6000μ 

 

図－8 UFC の応力ひずみモデル 

 

PC 鋼材はコンクリート標準示方書に準拠し，トリリニ

アでモデル化し，UFC とは完全付着とした。プレテンシ

ョンによるプレストレスは，UFC に生じる平均圧縮応力

度が 21.8N/mm2になるように PC 鋼材の要素に温度荷重

を作用させて与えた。 

4.2 解析結果 

解析結果として荷重変位曲線を図－9 に，ケース 1 お

よびケース 2 の最大荷重時におけるひずみ分布を図－10

および図－11に示す。 

ケース 1 で 313kN，ケース 2 で 274kN に達したところで

載荷点近傍の上縁ひずみが 0.85fc/Ec=3900μに達し，荷重

が低下し始めたことから，両者とも斜め圧縮破壊したと

判断される。ケース 1 とケース 2 の耐力の違いは主とし

て部材軸方向の引張強度の違いによるものと考えられる。

最大主ひずみを比較すると，ケース 2 ではリブ付け根で

引張ひずみが 5600μと大きくなっているが，ケース 1 で

はこの位置でのひずみは約 2000μであった。引張強度が

小さいことでリブ付け根に引張ひずみが卓越することが

確認された。しかし，範囲は限定的であり，試験体軸方

向に範囲が拡大しなかったことから，リブとスラブが分

断するような破壊には至らなかったと考えられる。 

UFC指針に準じて計算した斜め圧縮破壊耐力は 275kN

であり，解析結果と同程度であった。実験で耐力が大き

くなったのは上縁ひずみが圧縮破壊ひずみに達した後も

直ちに応力が低下せず，同程度の応力を伝達したためと

推定される。しかし，試験体 2 では UFC 指針に準じて計

算した斜め圧縮破壊耐力に近い荷重で破壊しているため

前述のようにプレストレスの影響が一因と考えられるが，

原因の検討には試験体 2 の解析を行って比較するなど，

詳細な検討が必要である。 
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図－9 解析結果 
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図－10 ひずみ分布（ケース 1） 
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図－11 ひずみ分布（ケース 2） 

 

2000μ 

-3900μ

5600μ 

-3900μ

スラブ 

リブ 

PC 鋼材 

支持点 

載荷点 

4700μ 

0μ

0μ 

-3600μ

5600μ 

0μ

0μ 

-3400μ

-1133-



5. 押抜きせん断耐力の推定 

UFC 床版に輪荷重が作用した場合の破壊モードは，斜

め圧縮破壊だけでなく押抜きせん断破壊が想定されるた

め，押抜きせん断破壊耐力について検討する必要がある。

UFC 指針には UFC 部材の押抜きせん断耐力の算定方法

が規定されている。しかし，UFC 床版は 2 方向リブ付き

床版であるため，この方法を直接適用できない。そこで，

ここでは，簡易的な方法により，押抜きせん断破壊耐力

の推定を試みた。 

輪荷重の作用範囲は橋軸方向 200mm，橋軸直角方向

500mm である。リブの間隔が最大 260mm ピッチで橋軸

直角方向の輪荷重作用範囲 500mm には最低 2 本のリブ

が含まれることになることから，リブ 2 本分の梁部材の

斜め引張破壊耐力の 2 倍（パターン 1）として算定した。

また，参考として厚さ 40mm の版部材のみで抵抗すると

考えた場合の押抜きせん断耐力（パターン 2）としても

算定した。 

UFC 指針に規定されている押抜きせん断耐力算定式

を式(3)に示す。 

dufV pvpc   (3) 

ただし，Vpc：押抜きせん断耐力，up：設計断面の周長で

ある。 

UFC の圧縮強度は 180N/mm2，引張強度は 8.8N/mm2，

式(1)による斜め引張破壊耐力算定時の有効高さ d は

86mm，式(3)による押抜きせん断耐力算定時の有効高さ d

は 40mm とした。 

これらの条件で求めた押抜きせん断耐力は，パターン

1 では 521kN，パターン 2 では 419kN であり，それぞれ

設計輪荷重の約 5 倍および約 4 倍となった。両者とも抵

抗断面の設定では安全側の仮定をしており，UFC 床版は

十分な押抜きせん断耐力を有していると考えられる。 

 

6. おわりに 

 本研究では，UFC 床版のせん断破壊に対する安全性を

検討するため，直接引張試験，リブ 1 本分の梁部材のせ

ん断実験，せん断実験の FEM 解析および押抜きせん断

耐力の試算を行った。検討の結果得られた知見は以下の

とおりである。 

(1) UFC 床版では，リブの軸方向に繊維が配向すると考

えられ，鉛直方向の引張強度は軸方向の引張強度の

半分程度になる。 

(2) 部材軸方向に配向させて製作した 2 種類の梁部材の

試験体を用いてせん断実験を行った結果，UFC 指針

で計算される斜め引張破壊耐力の 1.4 倍および 2 倍

の耐力があった。破壊モードは斜め圧縮破壊であり，

リブとスラブが分断されるような破壊モードは生

じなかった。 

(3) せん断実験の FEM 解析より，引張強度が小さい場

合，リブの付根の引張ひずみが卓越することが確認

された。しかし，範囲は限定的であり，リブとスラ

ブが分断するような破壊には至らなかった。 

(4) リブ 2 本分の梁部材の斜め引張破壊耐力，ならびに

厚さ 40mm の版部材のみで抵抗すると考えた場合の

押抜きせん断耐力は設計輪荷重の 4～5 倍であり，

押抜きせん断破壊に対して安全であることが確認

された。 
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